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 3 ．制度の分析装置としてのコンヴァンシオン経済学：見取り図
　この第 3節の目標は、第 2節で検討した「基盤」としての制度から「派生した」制度の分
析における、コンヴァンシオン経済学（以下ECと略）の寄与を提示することにある。我々は、
この第二の制度が副次的なものであると示唆するつもりはまったくない。それどころか、それ
は、絶え間なく進化して人間の歴史の横糸を織りなし、質的に異なるが構造的に補完的な「創
造的破壊」――シュンペーター以来、もっぱら経済学者が関心を払ってきた――の過程に従う
ものなのである。我々が収集してきた経験的事例のすべてを通じて、この歴史はつねに同じや
り方で（同じリズムではないとしても）、二重の運動に従って書かれる。すなわち「特殊への
下降」（事前に存在する資源＝環境としての諸制度）、および「一般性への上昇」（組織は価値
を創造し、かつ破壊し、それが制度環境を変容させるだろう）である。こうした二重の運動が、
それ自体によって、制度的な（脱）構築において「エージェント」を活性化するのである。こ
の意味で第３節では、ダイナミズムのみを問題としているとしても、それは二つの異なった様
式（本稿の二つの段階をなす）に従っている。
　最初の段階では、我々は特定の諸制度にかんする経験的研究を提示するが、それは、二重の
運動に制度を再び置き直すことによってのみ、制度の論理や性格をよりよく理解できる、とい
う考え方によってである。ここでわれわれは以下の点において制度主義の多くの流れと再び合
流する。ある状況づけられた歴史的動態の中で制度の位置づけを分析しようとしないならば、
エージェントの個人的および集団的合理性を過小評価するおそれがあろう（抽象的な計算の論
理によって戯画化されるか、あるいは膨大な記述に埋もれて窒息させられるおそれ）。ECのオ
リジナリティはおそらく、制度的装置の分析において、また制度の発生とエージェントのコー
ディネーションへの制度の影響についての分析において、経験的データの作成に対して、多く
の理論的（単に方法論的ではない）重要性を与えることにある。
　第二段階においては、二重の運動――それのみが制度に対して、その完全な意味を与えるこ
とができる――の中で、個別の制度について検討した後に、我々は（広範な経済的ダイナミズ
ムへと統合されるべき制度的変化モデルとしての）二重の運動そのものを取り上げる。ここで
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＊本邦訳は、Bessy, C., Favereau, O. （2003） “Institutions et économie des conventions”, Cahiers d’économie politique, 

no.44, pp.119-164の全訳である。なお紙幅の都合により、［上］・［下］二部に分けて掲載され、下（本号）
では第 3節が訳出されている。上は第53号（2012年 3 月）に掲載された。



－　 －568

山　本　泰　三・須　田　文　明

はミクロ・マクロの相互依存についてのコンヴァンシオン派の探究を概観することが重要であ
る。われわれはボルタンスキ・シアペロ（Boltanski et Chiapello 1999）に依拠することが可能
であり、またマルクスの計画との思いがけないつながりを再び見出すことができるだろう。

 3 ．1 ．諸制度の経験的な分析にかんするコンヴァンシオン派の貢献
　経験的内容に富んだECの研究のなかで、我々は、労働市場で作用している制度的装置を分
析する研究、国家介入にかなり直接的に取り組んでいる研究を提示することにしよう。これら
の研究がその豊穣さを示したのは、「社会政策」の執行様式という特別な問題に関してである
ように思われる。さらにこの研究領域は、正義にかんする多元主義的アプローチに固有な研究
のさまざまな立場を一望することを可能にする。
　ここで注意のために言及しておくと、ECの研究の総体は以下にかかわっている。すなわち
生産物の品質の定義の過程（Eymard-Duvernay 1989）、知的財産権の付与（Bessy 1995）、規格
化（Thévenot 1997）、これらの過程を強調している製品市場にかかわるのであり、企業間の競
争と協力の政治という観点から争点を提起するのである。
　ECの特徴の一つは、企業の機能様式とその活動の正当化の制約を理解するために、まさに「労
働市場」と「生産物市場」を交差させることであった（注35［前号］を参照）。
　企業間協力の政治はまた、公的介入に直接はつながらない制度への関心を、そしてそれゆえ、
より「ローカル」な調整への関心を導く。それでも、こうした調整は「共通善」を構築する別
様の方法、すなわち正義のさまざまな原理を関与させるのである。ここでは陸上運輸について
のビヤンクール（Biencourt 1996）の研究を引用することができよう。

 3 ．1 ．1 ．研究の第一世代
　我々は、ECの当初の研究に固有な経験的調査の二つの様式からはじめよう。

①探究の最初の立場：正当化の試験から出発する
　これは、権利及び地位を付与する予め確立されたルールという意味での制度概念を離れて、
正当化の秩序、すなわちルールの文法を経験的に登場させるために、人についての評価状況、
すなわち（品）質についての判断から出発する、という考え方である。それはシテのモデル
（Boltanski et Thévenot 1989）の精緻化と並行して実現された経験的研究である。それでも判断
のプラグマティズムの分析のこうした社会学的パースペクティヴは、ひるがえって制度という
概念66）の基礎を再構築することに役立ちうるのだが、また「正義」を考察する別様の方法を
対比させることもできる。裁判に訴えられた係争についての研究は、正義の多様なモデルの間
のこのような対質の好例を提供している（「法律的な」分野についてのこうした多様な研究の
要約については、Thévenot 1992を参照）。

②探究の第二の立場：制度的装置から出発する
　とりわけ労働市場の規制に関して、法的ルールがいかにして企業の装置と接合されているか
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の分析にとっては、こうした方向性が、とくに実り多いことが明らかになった。サレら（Salais 

et al 1986）の「失業の発明」についての研究はその好例であり、30年代のフランスの地域間で
の失業率の相違が「賃労働関係」の多様性といかに関連しているかを示し、こうした生産性と
失業のコンヴァンシオンの多元性を強調している。失業の測定のコンヴァンシオン的次元が重
要なのであって、統計的カテゴリ化の実施は、労働市場の作用についての表象から切り離しえ
ないのである。行政の認可を必要とした時期（1975－86）におけるフランスの解雇規則がさほ
ど制約的でなかったこと示すために、同一のタイプの分析が動員される。というのは、労働関
係を改善し、企業内での地位を規定し、雇用者と被雇用者の義務を規定する特定の方法と、こ
の規則とが整合的であったからである。要するこの規則は、市民社会的価値秩序と産業的＝工
業的価値秩序との間の妥協と関連した特定の「賃労働コンヴァンシオン」と整合的であったの
である（Bessy 1993）。
　この二つの事例によって、労働関係を確立し、これを社会において正当化するさいの多元的
方法を強調するように促され、また研究においてカテゴリ構築及び統計的データの生産につい
ての社会的、歴史的条件を検討するように促されるのである。まさに統計的カテゴリの創出と、
社会的、経済的世界のコーディングないしコード化の実施に関心を向けることで、デロジエー
ルとテヴノ（Desrosières et Thévenot 1988）は、社会職業的カテゴリの、認知的であると同時に
プラグマティズム的・政治的な側面を明らかにすることができた。なぜなら、行為のモデルと
結合した共有表象はまた、徐々に認知的・実践的装置へと結晶するのであり、たんに政治的意
志のみに由来するのではないがゆえに、われわれは制度の発生を明らかにし、またその安定化
あるいは再検討の条件を描写することができるのである。

 3 ．1 ．2 ．研究の第二世代
　上述の二つの研究の立場は、いわば収斂することを目的としていた。すなわち公的介入の装
置は、その精緻化の起源にある正義原則をよりどころとするのだが、こうした正義原則は同時
に実践のなかで動員されるのであり、このような装置の構成という「マクロ水準」とそれらの
現実化という「ミクロ水準」とを、一般と特殊とを結合させるのである。事後的に、こうした
アプローチはきわめて野心的であることが明らかとなった。それは二つの限界に突き当たった
のだが、ECのプログラムは次にこれを克服しようとしたのである。
　「ミクロ―マクロ」の整合性は、以下のような仮説に立脚する。すなわち行動は、実際の現
場での正当化（「偉大さ grandeur ＝大きさ、価値」）と、各人に付与された権利との強い制約に
服し、こうした制約により、各人は、社会的事実の制度化されたカテゴリに従って、自らの争
いの原因を解決しなければならない。この仮説は、社会全体にとって妥当する制度的諸形態と、
企業もしくは企業の集合に特殊な形態との間での厳格すぎる区別を放棄する、という利点を
持っている。しかしそれは、（力関係に依拠しているから、あるいは他の正義感覚と関連して
いるという理由で）正当化されていない行動の、よりローカルなコーディネーションの形態を
説明しない。もう一つの限界は、正義原理の発生、「シテ」の創発、したがって「政治的なこと」
の役割における、歴史的分析の欠如である。こうした二つの限界を克服するという意欲によっ
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て、あらためて、以下のような二つの研究方法を伴う、研究の第二世代を取り上げることがで
きる。

①探究の第三の立場：「一般」と「ローカル」の間の媒介を発見する
　前述の二つの観察水準を保ちつつも、ECの経験的プログラムは実際に、90年代を通じてよ
り「ローカルな」コーディネーション形態へと方向転換した。この新しい方向性を証言する、
やはり「社会政策」の領域での研究のなかでは、雇用の公共政策にかんする雇用研究センター
（CEE）の研究を引用することができる。それは伝統的な評価様式を再検討することへと導く
ものである（Bessy et al 1995, Simonin et Gomel 1998）。それが強調するのは、行政の組織であり、
公共政策のローカルな管理を担う担当者に与えられた手段であり、彼らの活動と、以下のよう
な媒介についての彼らの役割を導く原理の多元性である。これは、異なる正義諸原理の間での
媒介であったり、あるいはそれらの諸原理とよりローカルな要請――企業アクター、もしくは
雇用にかんする公共サービスの他の利用者との持続的な協力関係を確立するという固有な要請
――との間での媒介である。
　排除の問題についての研究は、公共政策の実施が「制度的諸契機」と個人的コミットメント
――厳格な正義の試験に背くこともありうる――を組み合わせることを示している。正義の厳
格な試験の厳しすぎる効果を回避するために、公共サービスの担当者は、諸装置の「慎重な」（正
義とは対立した公平という意味において）修正をおこなうように促される（Thévenot 1995）。
　同様の観点において、サレ（1998）は制度の「文脈主義的」理論および「状況づけられた国
家」の像によって、公共的活動の問題を扱っている67）。制度を生成の過程として考えることに
よって、彼はたんに共通善の多元性や考慮されるべき正義原則ないし正義感覚の多元性を強調
するだけではなく、集合的行為を導き、個人的プロジェクトと共通善との両立可能性において
行為するさいの、市民の学習能力も強調しているのである。
　ここで、方法についての重要な点を明らかにすることができる。それは、統計的規則性と制
度的ルールとの間にある直接的な因果的つながりを立証するという問題にかんして、おそらく
「レギュラシオン理論」とECとを対立させている。もし行為や係争のなかで法律的ルールやそ
の他の制度的ルールを動員することが、諸状況すなわちよりローカルなコーディネーション形
態における現実化や適合の調整を可能にするような資源・媒介者・媒介装置の総体に依拠しな
いのなら、こうしたルールは規範的力とはならないのである。経験的にそれは、「マクロ変数」
間の関係をよく理解させるために、集合体を織り上げている「媒介的資源」の、体系的（統計
的ではないとしても）な見取り図を導く（例えば、失業と雇用）。この方法論的な慎重さは、
国際比較においても同じように有効である（Bessy et al 2001）。

②研究の第四の立場：制度のダイナミズムの中に政治的なことを再統合する
　プロセスとして制度を概念化することは、短期および長期における制度の動態という問題に
帰着する。これは最近の時期に至るまで、ECによってはほとんど取り組まれてこなかった問
題である（もし、それによって、制度進化の説明図式、あるいは少なくとも説明要因を与える
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ことを目指しているとすれば）。その説明的目標は、第一に歴史的アプローチにいっそう高い
価値をあたえることを前提とする。
　この点については、B. Zimmermann（2002）によって提示されたドイツにおける失業の構築
についての分析――それは「状況づけられた社会史」に位置づけられる――がとくに興味深い。
なぜならそれは、長期の運動と短期の多様性を節合するに至っているからである。この分析は、
長期については、失業補償制度の漸進的な出現とその安定化――新しい国家形態の創造、新し
い市民的紐帯、すべての失業者に対する補償の権利の付与といった理由による――を描写す
る68）。失業者および補償の定義基準の多様性は、この時期を通じて、またその後にも、拠って
立つ「共通善」の性質に応じて異なったコンヴァンシオンに従っている（扶助については市民
的あるいは家内的な善、保険については商業的＝市場的な善）。この視角にしたがえば、正義
原則と関連したコンヴァンシオンの概念はよりローカルな特徴をもつであろう。というのもこ
のコンヴァンシオンは、特殊な場所的・時間的広がりにおける失業者の（品）質の定義に基づ
いて合意を基礎付けているからであるが、非自発的失業の補償原理そのものについての合意は、
別の性格のものであり、制度の根幹を形成しているのである。
　このようにして、ボルタンスキ・シアペロ（1999）によって進められたマクロ的歴史分析は、
新しいシテの実現と結びついた、正義の試験・「集合体」・認知的装置の制度化を強調するもの
と理解することができるのである。この運動は、前時代の資本主義で確立されたカテゴリ化の、
現代における疑問視として描かれる。そのカテゴリ化とは、集中化された団体交渉にもとづき、
国家に強く後押しされ、長期的なキャリアの組織化と所得分配のレギュラシオンを可能にした
ものであった。著者たちが「市民的・産業的」妥協として示したものが蒙ったこの再検討は、
労働関係の個人化によって説明される。この個人化は、労働における自律と責任の名のもとで
の、あるいは巨大組織および行政ルールの硬直性や官僚制的な束縛に対する、70年代の批判を
起源としていたのである。このような批判は、一つの新しいシテの生成の諸前提となるものを
打ち立てることになる。それが「プロジェクトのシテ」であり、そこでは正統な行為は、資源
の永続的な再編と、能力の移転可能性に立脚しているのである。それでも彼らは、フレキシビ
リティの要求が真のシテの基礎を弱くすることを強調する。その理由は、確立された正当化の
試験――それはカテゴリ化、すなわち社会的世界のあらかじめの定式化に依拠している――を
設定することの困難さである。したがって彼らは、国家介入の後退に引き続く、ある制度的な
欠陥――それは不平等の増大を促す――の確認へと至ることになる。

 3 ．2 ．制度的変化のコンヴァンシオン理論モデルの方へ69）

　ECは、その当初から行為の制度主義的理論を展開させると同時に、数年前から、経済アク
ターにとっての資源の「環境」としての、制度の理論を発展させている70）。この最終節の目的
は、制度についての準生態学的観点――インプット／アウトプットが、あるいは価値̶貨幣で、
あるいは価値―意味で示されることになるような生態系なのだが――から、新たな経済的ダイ
ナミズムの輪郭を描き出すことである。研究を導くイメージもしくは寓話については、すでに
これまで何度も言及しておいた（とりわけ2.1.1.）。すなわち組織は、価値―貨幣および価値―
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意味の結合的生産にかかる自らの活動のためのコーディネーション資源を、制度環境から汲み
出すのである。したがってダイナミズムの大きな問題は、創出された、もしくは破壊された純
［net］価値の効果（直接的な、もしくは政治の媒介による間接的な）による、こうした環境の
再構成もしくは衰退、いずれにしてもその変容に関わっている。こうしたアプローチの新しさ
は二つの要素に由来し、これをまず分離しなければならない。一方では、価値の二重性がある
――実証的考慮と規範的な考慮とは切り離し得ない。他方では、ミクロ・マクロ相互依存性が
ある――短期・中期での外生的変数は、長期には内生的変数となる。こうした二つの要素の結
合こそが、第 3節の冒頭で導入した「二重の運動」概念の背後に、再び見出されることになる
だろう。すなわち「特殊性への下降」もしくはマクロからミクロへの移行と、「一般性への上昇」
もしくはミクロからマクロへの移行である。
　我々はまず最初に、この「二重の運動」を引き起こすことができる変化の作用素を提示する
ことにしよう。このとき我々は、経済のダイナミズムにとって、この「二重の運動」が何を意
味するかを明らかにすることができよう。このことは、まず一群の制度のレベルに、次いで制
度全体のレベルに、分析を位置づけることと関連している。

 3 ．2 ．1 ．制度の変化についてのコンヴァンシオン理論モデル
　ECの一般的モデルは三つの項、すなわち「制度」、「組織」、「コンヴァンシオン」を持って
いるので、これらの項のそれぞれについて変化の作用素は何であるのかを説明しなければなら
ない。環境としての制度のコンヴァンシオン理論的展望は、三つの作用素の間での、特定形態
の適合性を示しているのである。本質的な理論的貢献は、ボルタンスキとシアペロ（1999）の
著作に由来し、我々はこれをいくつかの言及――コンヴァンシオン派ではない著作も大いに援
用するが、ECはこれに新たな光をあてる――によって補完することになろう。

　①ボルタンスキ・シアペロにとって、制度71）は二つの対立した論理に服している。「カテゴ
リ化」の論理は、（権利の評価及び配分の実施に特有な）一般的な等価形態を構築することで
ある。他方で「移動」の論理は、（当該の論争にとって外在的な、ローカルで状況的な要素を
動員することによって）一般的な正当化の制約を逃れようとすることである。こうしてボルタ
ンスキとシアペロは、「力の試験」と「正義の試験」（もしくは偉大さ）との間の連続体という
考え方に従って、「試験」という概念を再定式化するようになる。それは、正義の試験が、自
らがその中に設定されている秩序にとって外在的な力を排除するために、コントロールの対象
となっているのに対し、力の試験は、このコントロールをずらし、弱めるという意味において
である。正義の試験の構築は、「強者」の力の正統化もしくは制限を導く。というのも、この
試験は、強者に対して、共通善への参画という制約の下でのみ、自らの力を示し、使用するこ
とを許容するからである。「強者／弱者」という非対称的力関係の対から、偉大さの観点から
の「偉大なる者／小さき者」という正統なる対へと移行する――すなわち正当化の文法を見出
すのである。しかしここで我々の関心を引くのは出発点ではなく到達点なのであって、これが
ECの適用領域の主要な拡張を示している。ボルタンスキとシアペロを引用しよう。「力もしく
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は偉大さについて語ることで、我々は、実質的に異なった性格の実体にではなく、異なった試
験レジームに言及しているのである。我々が偉大さ（価値）と呼ぶのは、その実施はカテゴリ
化に基づいているような試験の中で明らかにされる、実体の質のことなのである。我々が力と
呼ぶのは、その登場が移動に基づいているような試験の中で明らかにされる実体の質のことで
ある。（…）力とは、規範的、慣行＝合意的、法律的な秩序の制約なしに、つまりカテゴリ化
を省略することで移動するもののことなのである」（1999 p.411、なおpp.73-76も参照）。
　制度にかんするコンヴァンシオン理論の中に

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、力の概念を分析的に統合すること
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

は、制度進
化のこうした説明要因を強調するためにきわめて重要な作業である。すなわちここでの説明要
因とは、迂回への、また不安定化への制度の傾向のことである。したがって、中心的な議論は、
移動のレジーム72）――このレジームによってアクターたちは、新しい利潤の源泉を求めて力の
試験を辿る――という考えに基づく。このように述べると、再生産の観点からの「マクロ」ア
プローチに見出される平凡な議論に似ているのではなかろうか、と思われるかもしれない。と
ころが著者たちのオリジナリティは、一方では再生産と正当化を絶えず結合させるプランにも
とづいて、我々が議論を進めることができることを証明することにあり、また他方では、アク
ターたちがルール、すなわち制定された試験をどのように迂回することができるかについての
詳細な分析を提起することができることにある。正義の公共的試験の厳格化と結合した批判的
能力に対応しているのが、その迂回に特有の、拡散的な移動能力なのであり、同一のアクター
はしばしば、これらの二つのタイプの能力を交互に開拓することができるのである73）。
　我々はここでの議論を、ルールのコード化がもたらし得るすべての濫用について一般化する
ことができよう。とりわけ、もともと考えられていた使用法からルールを逸脱させることで、
このルールを戦略的に使用できるという可能性が、各人に開かれているのである。これこそ、
我々がサール（Searle 1995）から援用する議論である。つまり、「マクロ・レベル」（計画者や
組織者）のアクターによると同時に、「ミクロ・レベル」のアクター（その活動は、上位レベ
ルから発行されるルールによって枠組みづけられている）による戦略的裁量という観点から、
サールはコード化の対象となった制度の衰退を説明するのである74）。
　他方B.レイノー（Reynaud B. 2002）の研究が示すのは、コード化されたルールの実践への定着、
したがってインフォーマルなルールないしルーティンという支持物――コード化されたルール
の解釈及び適用のコンテキストを与えている――が、どのように、その戦略的操作の可能性を
制限するか、である。その自動的な性格ゆえに、「ルーティン」は、集合的行為にコミットす
るアクターたちに対して、協力するということについて彼らが互いの意図を詮索することを回
避させるのである。結局のところ、各人が協力し合い、できるだけ良好なコーディネーション
に専心しようとするのは、各人が明示的なルールに従っているからなのではない。我々によれ
ば、次のことが問題である。すなわちこうしたインフォーマルなルールないしルーティンは、
正義の試験においてほとんど明示化可能でなく、動員できないことなのである。
　日常の経験に由来する規範が、正義の試験にいかなる手がかりも与えないとき――それは不
平等を永続化させるリスクを伴う――、アクターにより共有されている経験へのルールの定着
という問題が提起されることになる。すなわち、一方では、コード化されたルールの戦略的操
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作を回避するために、他方では、あらゆる正当化の不可能性を回避するために、この問題は提
起されるのである。

　②「制度」という項に関して、我々は変化の作用素について長々と論じてきたところであ
る。他の二つの項についてはより簡潔に述べておこう。「組織」 75）に関しては、H.ホワイト
（White 1992）により精緻化された「社会的行為の構造主義理論」――そこで、彼は埋め込み 

embeddingと切断 decouplingという二つの過程の間での根本的二重性を定式化している――を援
用しなければならない。我々の仮説は以下のようであろう。すなわち埋め込みとは、カテゴリ
化が組織に対してもたらす効果であり、切断とは、移動が組織に対してもたらす効果である。
つまりこれらの二つの過程が、組織にとっての変化の作用素であろう。

　③「コンヴァンシオン」については未解決なままである。以下のことを指摘しておくことが
できるかもしれない。「コーディネーションの失敗」についての最大限の

4 4 4 4

許容水準と、「再生産
の失敗」についての最小限の

4 4 4 4

許容水準とが、「正当化された共通世界」の表象としてのコンヴァ
ンシオンを作用させている。これらの水準は機能的関係により結合されている76）。すなわち贈
与・反対贈与という交換（Caille 2000）、もしくは社会的交換（Reynaoud J.D. 1997）が行われ
る象徴的な「高さ」を、この機能的関係は示しているのであろう。この場合、カテゴリ化（な
いし組織であれば、埋め込み）は、第二の議論（許容可能な非再生産の最小限度）の上昇に対
応するであろうし――しかも最初の議論（許容可能な非コーディネーションの最大限度）の低
下なしに――、もしくは、正当化の論理においては、その上昇を伴うのである。このことは、
効率性と公平性の同時的増加を意味しているだろう。同様に移動（もしくは、組織であれば切
断）は、第二の議論（再生産）の低下に対応するが、それはあるいは、第一の議論（コーディ
ネーション）の上昇（効率性と公平性の考慮の再均衡）によってか、もしくは低下（好都合な
力関係を課すという意思）によってである。もちろんこうした考察は、このパラグラフではミ
クロもしくはメゾ、次のパラグラフではマクロといった同一のレベルで、こうした変数をフォ
ローするようにしなければならない。
　要するに、ECの一般モデルにおいて我々は、ダイナミズムの分析手法を有しているのであり、
そこでは、「制度」環境に関わる作用素の根本的な対（カテゴリ化／移動）が、この環境のエー
ジェントにかかわる作用素のレベルで、彼らの行為（「組織」）の中に、もしくは彼らの表象（「コ
ンヴァンシオン」）の中に、見出されるのである。三つの変数をもったモデルを作動させるこ
とで、また単純化のリスクを受け容れることで、我々は、上述のことを要約することができる。
すなわち「制度」は、カテゴリ化を通じて「組織」の埋め込みを目指している（また「コンヴァ
ンシオン」の改善を目標としている）のに対し、「組織」は、「制度」の移動を通じて、切断を
目指している（「コンヴァンシオン」の緩和を目指している）、と述べることができるのである。
　我々は、制度的変化の作用素を特定した。逆に、我々は、こうした作用素の背後にあるアク
ターたちについて何も語ってこなかった。彼らは何であるのか。彼らの目標は何か。彼らの行
為の総合的帰結は何であるのか。今や我々は、制度全体のレベルに自らを位置づける契機を逸



－　 －575

制度とコンヴァンシオン経済学 ［下］

すべきではないであろう。

 3 ．2 ．2 ．制度をともなう変化のコンヴァンシオン理論モデル
　①まず最初に、制度的変化の作用素をなす基本的対概念、すなわちカテゴリ化／移動の上流
に身を置くことにしよう。ボルタンスキとシアペロにとって、カテゴリ化の要因を促進する主
たる刺激は批判である。それは本質的に「小さき者」によって行われるのであるが、「偉大なる者」
による批判を除外することはできない。というのも、あらゆる経済的エージェントが倫理的判
断能力を有しているからである。すなわち、資本主義のあらゆるダイナミズム（あるいはその
主要な部分に限っても）が批判から発生している、などという愚かなテーゼを支持するべきで
はないが、とはいえ、批判の役割は歴史的に過小評価されてきた、と我々は考えているのであ
る。「資本主義のダイナミズムそのものは部分的にしか批判と関連していない（少なくとも、我々
がこれまで理解してきた、声をあげること――A.ハーシュマン（Hirschmann 1970）の概念化に
おける「発言 voice」――という意味での批判とは部分的にしか関連していない）。資本主義の
ダイナミズムを説明するためには、ハーシュマンにおける「退出 exit」タイプの批判の効果、
すなわち競争タイプの批判の効果を追加しなければならないであろう」（Boltanski et Chiapello 

1999 p.89）。発言による批判に、退出による批判を追加することで、われわれは、当初排除し
ておいたテーゼを再び見出すことになろう。すなわち資本主義のあらゆるダイナミズムは、こ
のように一般化した批判から生じるというものである。
　この純粋に意味論的な一般化とは逆に、我々の注意を引くに違いないのは、発言／退出、批
判／競争の間に描かれる多様な接近であり、そこから我々は、示唆に富んだ教訓の材料を引き
出すことができるのである。批判が

4 4 4

、価値
4 4

―
4

意味の空間に属するように
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、競争は価値
4 4 4 4 4

―
4

貨幣の
4 4 4

空間に属する
4 4 4 4 4 4

。つまり現状を受け容れることの拒絶は、カテゴリ化と移動という二つの異なっ
た様式に従うのである。カテゴリ化は競争を平定し、整序するが、競争は、移動を通じて解き
放たれ、激化するのである77）。逆に批判は「きわめてしばしば移動の領域に属する修正に対し、
カテゴリ化の様式に則して挑まなければならない」（1999 p.413）。要するに、ハーシュマンの
おかげで、我々はこうした接近、すなわち制度変化のこうした二つの要因の間での構造的補完
性を見出すのである78）。もちろん、こうした補完性は、一方の活発さが常に他方の活発さと反
比例している、かのように機械的に理解されてはならない79）。ある特定の形態の比例関係は排
除されるべきではないのである。いずれにしても、こうした補完性が意味しているのは、資本
主義的ダイナミズムの分析は、価値―貨幣の空間と、価値―意味の空間との間の複雑な相互関
係を考慮しなければならない、ということである。ここでこそ、価格空間と価値空間との関係
についてのマルクス的な図式（そこで問題となっているのは明らかに価値―労働であったとし
ても）を想起せずにすますことはできないのである。こうした想起は唐突ではあっても、全く
の的外れではない。つまりその著書の第三部でボルタンスキとシアペロは、搾取の理論を精緻
化させているのであるが（1999 pp.461-5）、それはマルクスがそうしようとしたように客観的
な基礎に基づいてではなく、道徳的基礎に基づいてなのである。というのも搾取は、正当化の
反転によって定義されることになろうからである80）。ECは別の手段によってマルクスのプロ
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ジェクトを追求する。つまり価格の空間は別の価値空間と関連づけられるが、資本主義の理論
的説明は、その批判的告発と不可分なのである。ECのプロジェクトがコーディネーションと
再生産との分離された論理を再綜合することにある以上、これは当然のことではないだろうか。
　今や我々は新しい観点から、批判と競争の背後にどのようなアクターがいるのかという疑問
に答えることができる。ECにおける法律の存在について、上で我々が語ってきたことによっ
て、我々は、自然人と法人とを（後者における私的法人と公的法人とを）注意深く区別するよ
うに促される。批判とは、まずもって自然人の行うことである。というのも道徳的判断の特徴
は、生身の人々によってしかなされ得ないことにあるからである81）。他方、資本主義における
競争は、本質的には企業、つまり私的法人の行うことであり、その内在的特徴は、無–道徳性
a-moralité（不道徳immoralitéというよりも）であるが、それはまた資本主義の内在的特徴の一
つでもある82）。ECが提起しなければならないであろう興味深い問題は、法人の中における自
然人の責任の問題である。ところが我々はここではこの探求を続けるわけにはいかないであろ
う83）。こうした探求は、集団ないし組織の成員としての経済人についての理論――オーソドク
ス派には根本的に欠如している――を提示することを必要とするであろうから。それは現在、
社会心理学の観点から開発されつつある（いわゆる「社会的アイデンティティ」研究の潮流に
ついてはThévenon［2003］を参照）。
　移動が私的な法人、もしくは自然人の行うことであるとすれば、カテゴリ化は、公的法人を
離れては（そして、こうした法人の中で、もしくはそれを離れて規定された自然人の行動を離
れては）考えにくい。

　②いまや、制度的変化の作用素の下流に身を置き、これら作用素の結合作用がいかに「二重
の運動」――これによって、その時々に、ミクロ・マクロの相互依存性が紡ぎ出される――に
影響を与えるかを検討するときである。
　まず、「環境」としての制度というメタファーの「凝固した」形態がある。制度は、上から
下への（トップダウンの）集計の作用素である。つまり制度は、正当化されたゲームの規則を
提示することで、マクロ経済レベルから出発して、ミクロ経済を製造する。すなわちこうした
枠組みに依拠した意思決定を行うことで、正当化において抵抗がある場合に、成功裏に脱却す
ることができるのである。別の方向では、組織が、（ボトムアップの）直接的集計の作用素で
ある。すなわち組織はミクロ経済レベルから出発してマクロ経済を製造するのである。つまり
組織は、その制度的環境の中でコーディネーションの資源を採取することで、その物質的環境
の中から、多様でヘテロなインプットを採取して、これらを結合する。さらに組織は、集計さ
れるのに十分に均一で均質な財とサービスをこの環境から引き出すのである。こうして出発点
としてのシナリオを思い描くことができる。そこにおいては組織は、自らの持続性を確保する
ために多くの価値―貨幣を創出してきたのであって、しかも組織は、制度が客観化された形態
の下でその蓄積を確保しているような価値―意味を破壊することもなかった。もしそうであれ
ば、価格の空間と価値の空間とにおいて同時的均衡があることになろう。
　こうしたシナリオは、背景としては有効ではあるが、逆に、資本主義経済では一度として実



－　 －577

制度とコンヴァンシオン経済学 ［下］

現する機会がなかった。その理由は、組織は、競争に参加するためには、移動の作用素を稼働
させることに利益を持つからである。すなわち制度的環境が再構築され得るのは、カテゴリ化
の作用素をはたらかせて自ら変容することによってでしかなく、このことは新たに、移動の作
用素を再稼働させるであろう。換言すれば、価値―貨幣の創出過程は、価値―意味の創出過程
に対して、中期的には、むしろ破壊的影響を有する。長期的には、批判を考慮することで、二
つの過程が並行して作用するような資本主義の歴史の過程を描くことができよう。マクロ―ミ
クロ、ミクロ―マクロという二重の運動の結果をさらに研究するために、我々が採用しなけれ
ばならないのは、環境としての制度というメタファーの、こうした「流動的」形態なのである。
　最初になすべきコメントは、これらの対立的諸力の連動によるこうした結果が、システムを
なす社会的なこと（ないし経済的なこと）としては表され得ないであろう、ということである。
社会的なことがシステムを作らないということは、ひるがえって、コーディネーションの失敗
と再生産のコンフリクトにより特徴づけられる世界において、逆説的にも、制度のための強力
な正当化を供給してくれることであろう。制度は秩序、つまりコーディネーションないし再生
産の純粋言語によって夢見られていたようなこの絶対的秩序を制定するのではないとしても、
少なくとも意味を与え、もしくはより正確に言えば、「共通世界」の足場を組むための目印も
しくはカギを提供してくれるのである。かくして、社会が自らについて与える判断を基礎付け
るために、したがって、政治的な結合を維持するために84）、とりわけて貴重なものとして、特
定の統計的大きさ［価値］が取り出されることになるだろう。つまり我々が別のところで論じ
たように、失業率並びに成長率はこの種の変数なのであり、またもしマクロ経済的均衡という
概念が実践的な（純粋に観念的な、ではなく）妥当性を持ち得るとすれば、この概念は、コン
ヴァンシオンとしてのこれらの変数の恒常性の解釈に基づいていなければならない。というの
もこの恒常性は共通の将来についての集合的表象の軸となるであろうからである85）。
　いま述べたのは、価値―貨幣の空間についてである。価値―意味の空間とは何であろうか。
これが我々の第二のコメントの対象である。
　二つの空間のあいだの関係の性格についていくつか語ることから始めなければならない。経
済学者は二つの基準を有している。すなわち一方で、コーディネーションの言語において、パ
レート最適は価格空間のマクロ均衡を分類することができるだけであり、同一の変数を正確に
動員する。その存在論的装備は、いかなる種別性も持たない。他方で、再生産の言語において、
マルクスは価値空間（労働）に、単に自律的なだけでなく、いわば上級の存在論的装備を付与
する。というのも、この装備はこの空間を、価格空間の長期的ダイナミズムが説明される場所
とするからである。コーディネーションと再生産とを再び綜合することで、ECのアプローチ
は第三の道を開く。パレートとの対比で言えば、価値空間は、価格空間を「判断する」だけに
留まらず、この空間はそこで起こっていることを「説明する」ことに貢献する。というのも、
経済的エージェントは、お互いにコーディネートするためには、単に価値̶貨幣だけではなく、
価値̶意味も使用しているからである。つまり規範的なことが記述的なことに属するのである。
マルクスとの対比で言えば、価値空間は価格空間に対して突出した地位にあるわけではない。
つまり一方では規範的対象と経済的対象との客観化様式の違いにもかかわらず、普通の諸個人
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は価値空間へのアクセスを有しているのである。こうした空間は、マルクスにおけるように目
覚めた活動家や批判的経済学者だけに開かれているのではない。他方で、経済関係の現実世界
は、我々が批判の顕著な役割を通じてみてきたように、規範的判断の本質的な素材を供給して
くれる。今や、記述的なことが規範的なことに属するのである。
　具体的にはこのことは、二つの空間の特定の自律性を意味することになる。価値―意味は価
値―貨幣に作用するが（逆もある）、いわば定義からして、価値―貨幣の領域では登場しない。
たとえ行為が解釈的合理性によって促されているとしても、こうした行為の集計に由来するマ
クロ均衡は、価格空間の日常的な量的変数によって表明され続けることになるだろう。つまり
この均衡は、正義と不公正という規範的な配慮（規範的価値空間から援用された）を考慮する
ことなしには、完全には理解できない86）。批判がひとりでに頓挫し、重大な経済的影響を有す
る場合には、規範的領域の相対的自律性に関する考察は、規範的価値空間にいっそうの重要性
を与えるばかりである。正当化の文法と結びついた「規範的マクロ均衡」（敢えてこの言葉を
使わせてもらえば）といったタイプについて考察することが、不適切でないばかりでなく、緊
要なのである。ところで二つの概念が提示されてきた。ECのプログラムが開始される以前に、
ロールズの反省的均衡という概念が存在する（『正義論』の第一章から導入されている）。これ
は、個人的な道徳的信念と倫理原則、規範的理論との間での継起的な調節により獲得される整
合性を特徴づけている。残念ながら、この概念はおそらく、制度全体というよりもむしろ、一
群の制度にいっそう適している。その正反対といえるのが、マックス・ウェーバーから借用さ
れ、ボルタンスキとシアペロにより採用された資本主義の精神という概念によって「資本主義
へのコミットメントを正当化するイデオロギー」（1999 p.42）を示したことである。この概念
は、反省的均衡の概念を、「資本主義の制度」と呼ぶことができるようなものへと一般化する
ように思われる。もちろんこの「資本主義の制度」はウィリアムソンに倣っているのだが、そ
れは制度環境の取引費用論的観点の内部に留まらない、という条件の下でである。国内的でも
なく、超国民的でもないような中間的な概念を持ち得ることが望ましいであろう。こうして我々
は、その途上で、国民的文化の多様性という大きな障害物に突き当たるかもしれない。ECに
属する二つの最初の探求では、フランスと米国を比較したLamont et Thévenot（2000）と、フラ
ンスと英国を比較したBessy, Eymard-Duvernay, de Larquier, Marchal（2001）がある。

＊　＊　＊

　我々は、少なくとも経済学によってはあまり開拓されていない大陸の、探求の緒に就いたば
かりでしかない。コーディネーションと再生産との再綜合、価格空間と価値空間との相互作用
だけを指し示す羅針盤によって、我々が正しい方向に進んでいることを、不安感を持つ経済学
者に対して保証するにはどうすればいいのだろうか。我々によれば、このような方向性こそが、
経済研究の数世紀来の伝統における現在の膠着状態によって要請されているすべてなのである
（しかしそれは、こうした伝統との根本的断絶をもたらすだろう）。以下のような極端な比喩が
可能かもしれない。すなわち社会的劇場においては、「制度」が俳優を求める役であり、「組織」
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は役を求める俳優であり、「コンヴァンシオン」は劇作品の主題であるとすれば、制度派経済
学者は、その劇場の将来について検討している劇場支配人（もしくは代々の劇場支配人の系譜）
に違いない。後世の審判（価値空間）には無関心と思われる即座の経済的成功（価格空間）が
存在する。しかしながら過去の支配人たちは、何世代にもわたって儲かりそうなポスターを掲
げ続けてきた。（経済人の規範的判断能力に対する、経済学者のあからさまな無視を正当化する）
二つの空間の間での独立性についての確固たる感情は、どこから生じるのであろうか。劇場支
配人はその答えを持ち合わせている。その経済人を構築するために、オーソドクスな経済学者
は、一般化の唯一の軸しか見ていなかった。二つあるのに、観客の構築におけるたった一つの
次元だけしか見なかったのである。すなわち即座の成功は空間における一般化であり、後世へ
の配慮は時間における一般化である。真に一般的な経済理論は、二つの軸において妥当でなけ
ればならないであろう。真に近代的な経済理論は、自らが、今まで、一つの軸でしか妥当では
なかったことを認めなければならないであろう。

　――――――――――――――――――
注
66）リクールによる、正義の原理と法の判断との間の媒介についての言及を参照。
67）経験的側面について、サレは失業者による起業の公的支援についてのA. -L. Aucouturier（1998）の膨

大な研究に依拠している。
68）この仕事のなかで著者は以下の謎に答えようとしている。世紀転換期にドイツは失業保険の国民的シ

ステムを（ビスマルク的保険の設置とともに）備えるように思われたものの、こうしたシステムがコー
ド化されるには、1927年の法律まで待たなければならなかった。ドイツの大経営者の経済的利害に政
府が忠実だったという仮説に対して、著者が、失業に対する闘争という国民的政策の実施における妨
げを理解するための鍵として提示したのが、国家形態と国民的集団において労働者をつなぎとめる紐
帯なのであった。この視角によれば、労働者が「二級の」市民というポジションから脱し、政治的共
通善が失業者を市民として国民集団に統合することを許すためには、第一次世界大戦を待たねばなら
なかった。著者の議論は、新しい制度の基礎において市民的紐帯を確立するという問題をうまく提示
することを可能にしている。シテのモデルによるならば、国民的集合体への労働者の帰属に引き続く、
失業補償装置の一般性への上昇は、「市民的」正統性の原理への準拠として解釈することができる。

69）「組織的」変化のコンヴァンシオン理論的モデルと混同すべきではない。Favereau, Le Galle（2003）を
参照せよ。

70）人間空間の「環境」としての制度という考えの由来は、ECにではなく、我々によれば、Ricoeur （1990） 
p.296, （1995a） p.37, （1995b） p.76に帰すべきであろう。補足的な定式化は以下にも見られる。White 

（1992）、とりわけp.228、Descombes （1996） p.15、De Munck, （1999） p.137。
71）より正確には「制定された試験」であるが、一般化が自然である。言葉遊びのリスクを冒すことにな
るかもしれないが、つまり試験が制度化された後で、我々は試験された制度と関係を持つのである。

72）Aglietta, Orlean（2002　第 5章）は、同様にして、制度・貨幣のレギュラシオンにおける「集権化」と「分
裂化」を対比させている。

73）ボルタンスキとシアペロは以下のような仮説を述べる。すなわちこうした迂回の運動はしばしば最も
「偉大なる者」のイニシアチブになる。こうした人々は、その暗黙的理解――利潤の追求は、確立さ
れたルールのある種の枠組みを犠牲にしてしかなされ得ないことへの理解――のために、特定の秩序
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において成功を収めたのである。それほど物質的ではない見方によって彼らは次のような考え方も指
摘している。「偉大なる者」はルールを、より詳細にはルールの遵守、道徳を批判する。というのも
こうした人々は、自らが召喚されたスケールの大きなプロジェクトの実施が、旧来のやり方を破壊す
ることなくしては成就し得ないことに得心しているからである。

74）貨幣の例があろう。中央銀行は貨幣の発行の中に、経済コントロールの手段を見る。さらに経済エー
ジェントが、制度的事実の構造に見合った意図の形態を持っていなければならない。すなわちこの場
合、貨幣の交換機能である。彼らは、権力及び威信のために貨幣を欲することもできる。ケインジア
ンであれば、将来の不安を軽減するために蓄財を強調するかもしれない。彼らはまた偽金を発行する
こともできる。こうした区別を組織分析に適用させることもできる。そこでは、ルールの戦略的操作
が反生産的な結果を持ちうることがよくわかるのである。

75）ここでの力関係もしくは権力関係の研究手法は、組織理論の内部では、二つのレギュラシオン・モデ
ル（Reynaud J.D. 1995により精緻化された）ないしダブルループ組織学習への障害（Argyris 1988によ
り研究された）との親和性を示している。

76）J.D. Reynaudの「社会的レギュラシオンの理論」による、この議論の説明については、Favereau（2003b）
を参照。

77）企業間競争のデータ（費用、技術、製品特性など）に「移動」というタームを適用することで、我々
は、この言葉の意味を濫用して理解してはいないだろうか。これらのデータは、高度の抽象レベルで、
企業の間での競争的ゲームの規則として理解することができる以上、それが濫用であるかどうかはわ
からない。ところがゲームの規則という概念は、本稿全体を通じて、制度の最小限の読解の我々のカ
ギなのであった。

78）ECはこうした形態の補完性を強調する。他方でレギュラシオン理論は、青木昌彦にならって「制度的
補完性」を強調するのである。

79）歴史的には、資本主義が、自らが継続的に引き起こす不平等に対する社会的・政治的反応に由来する
制約から絶えず移動することで、そのダイナミズムを引き出してきたことは、否定しがたい（その根
底的な非道徳性については、Boltanski et Chiapello 1999 pp.58,80を参照せよ）。

80）「結局、搾取の告発は、「偉大なる者の幸福が小さき者の幸福を作り出す」という格言――シテの公理
の支柱をなしている――を反転させ、むしろ小さき者の不幸が偉大なる者の幸福を作り出す

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ことを確
認させるのである」（1999 p.464、傍点本文）。

81）自然人のみが顔visageを持っているのであり、レヴィナスの全作品が示しているように、「顔への関係は、
はじめからして倫理的である。顔とは、殺すことができないものであり、あるいは少なくとも、それ
について語ることに意味があるようなものである。すなわち「おまえが決して殺せないようなもの」
なのである。（中略）顔の登場の中に、あたかも主人が私に語りかけているかのように、掟＝命令が
存在する。しかしながら同時に、他者の顔が欠如している。私は貧しき者のためにはすべてができる
のであり、貧しき者に私はすべてを負っているのである」（Lévinas 1982 pp.91,93、またRey 1997 第一
章を参照）。

82）注79を参照。
83）二つを参照するにとどめよう。Genard（1999）、Bovens（1998）。
84）ここでは再びDesrosieres（1993）を参照することができるし、Gadrey（2003）により補足することも
できる。

85）こうした方向での試みについてはFavereau（1999）を参照のこと。
86）こうして、ホワイトの競争市場モデルは、その解釈が、品質のコンヴァンシオンへの依拠により補足

されるのを見ることになる。Favereau, Biencourt, Eyamrd-Duvernay（2002）を参照。
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